伊奈町コミュニケーション機器貸出事業実施要綱
（目的）

第１条　この要綱は、高齢者や聴覚障害者等と健聴者とのコミュニケーションを容易にするための機器（以下「コミュニケーション機器」という。）の貸出を行うことにより、高齢者や聴覚障害者等の社会参加を促し、地域コミュニティ活動の推進を図ることを目的とする。

　（貸出の対象者）

第２条　貸出の対象者が個人の場合は、町内に住所を有する者とする。
２　貸出の対象者が団体の場合には、町内に所在地を置く次に掲げるものとする。
（1） 行政区、自治会その他の自治組織
（2） 小学校、中学校、高等学校、専門学校及び大学
（3） 長寿クラブ

（4） ボランティア団体

（5） 福祉活動を目的とした講習会等の実施団体

（6） 聴覚障害者団体

（7） 社会福祉法人

（8） その他町長が必要と認めた団体
　（機器）

第３条　コミュニケーション機器は、次に掲げる機器で構成する携帯型磁気ループシステムとする。
　（１）　携帯型磁気ループシステムアンプセット（HS-60）

　（２）　ループアンテナ（可搬型ドラム・20ｍ）

　（３）　ループアンテナ（可搬型ドラム・延長用20ｍ）

　（４）　SONAR磁気ループ用受信機（SOR-80）

　（５）　有線マイク（MD－53）

　（６）　外部スピーカー接続コード

　（７）　外部スピーカー接続ピン№１
　（８）　外部スピーカー接続ピン№２
（貸出の期間）

第４条　コミュニケーション機器の貸出期間は、貸出の初日を含む１０日以内とする。

　（貸出の制限）

第５条　コミュニケーション機器の使用目的が、次の各号のいずれかに該当する場合は、町長は貸出をしないものとする。

（1） 営利を目的とする団体活動

（2） 特定の教派、宗教若しくは教団を支援する活動

（3） 特定の政党の利害に関する政治活動

（4） 公益を害するおそれがあると認められる活動

（5） 町外で使用する活動

　（申請）

第６条　コミュニケーション機器の貸出を受けようとする者は、使用する日の３月前から前日までにコミュニケーション機器貸出申請書（第１号様式）を町長に提出しなければならない。

　（許可）

第７条　町長は、前条の申請を受けたときは、その内容について審査し適正と認めた場合は、コミュニケーション機器使用許可書（第２号様式）を交付し、コミュニケーション機器を貸出すものとする。

２　町長は、前項の規定により貸出を許可したときは、コミュニケーション機器管理台帳（第３号様式）により管理しなければならない。
　（利用料金）

第８条　利用料金は、無料とする。ただし、コミュニケーション機器の搬送、備付け及び使用に必要な電池等の消耗品に係る費用は、コミュニケーション機器を使用する者（以下「使用者」という。）の負担とする。

　（管理）

第９条　使用者は、コミュニケーション機器を善良に管理するものとする。
２　使用者は、コミュニケーション機器を他の目的に利用し、又は第３者に譲渡し、転貸し、交換し、若しくは担保に供してはならない。

３　使用者は、コミュニケーション機器に損害を生じさせたときは、その修繕等に係る費用の実費を負担し、又は原型に復し返還するものとする。
　（コミュニケーション機器の使用）

第１０条　コミュニケーション機器の使用によって生じた事故等に関しては、使用者の責任において処理するものとする。

　（貸出の取消）

第１１条　町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消すことができる。
（1） この要綱の規定に違反したとき。
（2） 災害、機器の故障及びその他の事情が生じたとき。
　（委任）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

　　　附　則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
